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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 4,146 10.5 549 20.2 551 18.4 365 20.0

2025年３月期第１四半期 3,753 10.5 456 35.1 465 36.6 304 37.9

（注）包括利益 2026年３月期第１四半期 352百万円（△5.4％） 2025年３月期第１四半期 373百万円（141.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 20.91 20.54

2025年３月期第１四半期 16.35 16.12

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 9,834 7,122 70.6

2025年３月期 9,885 7,074 69.8

（参考）自己資本 2026年３月期第１四半期 6,947百万円 2025年３月期 6,900百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 25.00 － 35.00 60.00

2026年３月期 －

2026年３月期（予想） 18.00 － 19.00 37.00

１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（注）当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」及び「潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益」を算定しております。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

2025年３月期については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 8,000 4.6 920 4.7 940 3.8 610 7.6 34.94

通期 16,400 6.1 1,900 11.1 1,950 10.4 1,260 4.2 72.12

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期１Ｑ 17,889,930株 2025年３月期 17,889,930株

②  期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 430,334株 2025年３月期 430,242株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 17,459,657株 2025年３月期１Ｑ 18,601,137株

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）　　　　　　　　　　　、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び
「期中平均株式数」を算定しております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。又、実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。決算説明資料は、2025年８月７日（木）に当社ウェブサイトに掲載いた

します。
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　サマリー：

　　・顧客の旺盛なICT投資ニーズが継続

　　・テーマは景気に左右されにくい「DX」「AI」「デジタルデータ」「システム刷新」等

　　・第１四半期として売上・利益ともに過去最高を更新。四半期としても過去最高

　　・受注高・受注残高も第１四半期として過去最高。３期連続最高業績へ好スタート

2025年３月期

第１四半期

連結累計期間

（実績）

2026年３月期　第１四半期

連結累計期間

実績 増減額 増減率

売 上 高 3,753百万円 4,146百万円 +392百万円 +10.5％

売 上 総 利 益

（売上総利益率）

1,090百万円

29.0％

1,261百万円

30.4％
+171百万円 +15.7％

営 業 利 益

（営業利益率）

456百万円

12.2％

549百万円

13.2％
+92百万円 +20.2％

経 常 利 益

（経常利益率）

465百万円

12.4％

551百万円

13.3％
+85百万円 +18.4％

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益

（親会社株主に帰属する四半期純利益率）

304百万円

8.1％

365百万円

8.8％
+60百万円 +20.0％

受 注 高 （ 累 計 ） 3,457百万円 4,128百万円 +670百万円 +19.4％

受 注 残 高 （ 四 半 期 末 ） 3,034百万円 3,230百万円 +195百万円 +6.4％

　サマリー：

　・社会インフラ事業：エネルギー（電力）、交通・運輸、公共中心に好調継続

　・先進インダストリー事業：サービス（決済・カード）でデータマネジメント案件拡大

　・ソリューション事業：GISやIoTを活用し、スマートシティ関連、サステナビリティ・GX関連でのパートナー

　　シップを推進

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

①当第１四半期連結累計期間の業績

　当第１四半期連結累計期間においては「生産性・効率性向上のためのDX」「AIを活用したサービス提供」「デ

ジタルデータを利活用したビジネスの創出」「老朽化したシステムの刷新」等、景気動向に左右されにくいICT投

資テーマに対する顧客の旺盛なニーズのもと、中期経営計画「New Canvas 2026」（2023年５月公表）に基づく事

業戦略、企業戦略を推進いたしました。あわせて「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」で定

めた「2029年３月期：ROE 22％」の達成に向けた取組みを進めました。

　その結果、売上高は、社会インフラ事業のエネルギー（電力）、交通・運輸、公共分野、先進インダストリー

事業のサービス分野を中心に、DX案件などが好調に推移したことから、4,146百万円（前年同期比10.5％増）とな

り、全四半期を通じて過去最高を更新するとともに、初めて四半期売上高40億円を突破いたしました。

　利益面では、単価アップ、コンサルティング等の高収益案件の増加などにより、売上総利益率が30.4％（前年

同期比＋1.4ポイント）と良化しました。これにより、新卒採用活動、新入社員研修等を中心とした販売管理費の

増加を吸収し、営業利益は549百万円（前年同期比20.2％増）と、四半期として過去最高かつ５億円の大台に到達

いたしました。

　なお、受注高・受注残高も第１四半期として過去最高となり「３期連続 最高業績更新」に向けて、好調なスタ

ートを切っております。

②当第１四半期連結累計期間の事業別業績
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2025年３月期

第１四半期

連結累計期間

売上高

2026年３月期　第１四半期

連結累計期間

売上高 増減額 増減率

社 会 イ ン フ ラ 事 業 2,356百万円 2,672百万円 +316百万円 +13.4％

先 進 イ ン ダ ス ト リ ー 事 業 1,397百万円 1,473百万円 +76百万円 +5.4％

合　　　計 3,753百万円 4,146百万円 +392百万円 +10.5％

（うち、ソリューション事業） 315百万円 302百万円 △12百万円 △4.1％

ⅰ）社会インフラ事業

　社会インフラ事業では、日本の社会インフラを支える企業（エネルギー：電力・ガス、交通・運輸、公

共、通信・ネットワーク）に対し、ICTシステムの開発及びDXソリューションの提供を行っております。

　当第１四半期連結累計期間においては、エネルギー分野の電力領域において、前期に引き続き、DX・モダ

ナイゼーションの大型案件が継続しました。また、次世代スマートメーター関連や、国から示された「高経

年化設備更新ガイドライン」に基づく送配電設備関連システムの刷新、再エネ関連システムなどの案件に複

数取り組みました。加えて、九州地区での電力ビジネス強化に向け、Qsol株式会社（九州電力グループ）と

新たにパートナーシップを結びました。交通・運輸分野の鉄道関連システム、公共分野の安全保障関連シス

テムなども堅調でした。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、2,672百万円(前年同期比13.4％増)となりました。

ⅱ）先進インダストリー事業

　先進インダストリー事業では、日本の高度なモノづくりやサービス提供を担う企業（製造、サービス、エ

ンタープライズ）に対し、ICTシステムの開発及びDXソリューションの提供を行っております。

　当第１四半期連結累計期間においては、サービス分野の決済・カード領域で、クレジットカード会社向け

DX案件（データマネジメント関連）が好調に推移しました。また、前期から新規取引を開始した決済代行事

業者向けには、データ分析基盤の構築及び当社のビジネス変革ソリューション「LeapX（リープクロス）」

シリーズのうち、アジャイル開発特化型サービス「AgileLeap（アジャイルリープ）」を活用した決済シス

テムの再構築に取り組みました。

　なお、AgileLeapは2025年６月からウォーターフォールとアジャイルのメリットを組み合わせた当社独自

の「ハイブリッドアジャイル開発」を新たなサービスメニューに加えております。幅広いお客様にご活用い

ただけるよう、提案活動を強化してまいります。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、1,473百万円(前年同期比5.4％増)となりました。

ⅲ）ソリューション事業

　ソリューション事業は、社会インフラ・先進インダストリーそれぞれの顧客に対し、GIS：地理情報シス

テムやIoT空間情報に関するコンサルティング～開発、ソリューション提供を行っております。

　当第１四半期連結累計期間においては、GIS関連で、当社オリジナルの商圏分析ソリューション

「DOCOYA（ドコヤ）」を中心とした提案・拡販に注力いたしました。また、建設・測量コンサルティング会

社と協業し、エネルギー会社向けGISシステム開発などに取り組みました。新たな挑戦として、東京都の

「地域を主体とするスマート東京先進事例創出事業」に採択された「デジタルエリアデザインの共創in大井

町」で活用するスマートシティ支援プラットフォームの開発を慶應義塾大学と共同で推進いたしました。

2025年７月には、GIS及びIoT×AIの知見をもとに、ITコンサルティング大手・フューチャーグループのフュ

ーチャーアーティザン株式会社と戦略的パートナーシップを締結、サステナビリティ経営とGXを支援するた

めの新構想「Sustainable Factory IoT (SF-IoT) 」を発表いたしました。今後プライム上場企業を中心に

提案活動を進めてまいります。

　当第１四半期連結累計期間は、第２四半期以降の受注拡大に向けた準備及び戦略的ビジネスシフトに注力

したことから、売上高は、302百万円(前年同期比4.1％減)となりました。

その他トピックスは、決算説明資料（https://adniss.jp/ir/library/briefing.html）をご参照ください。
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（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、次の通りであります。

　「流動資産」は、6,676百万円となり、前連結会計年度末と比べ２百万円減少しました。

　主な変動要因としては、現金及び預金が414百万円増加した一方、受取手形、売掛金及び契約資産が385百万円、

仕掛品が23百万円、その他流動資産が13百万円減少したこと等によります。

　「固定資産」は、3,158百万円となり、前連結会計年度末と比べ47百万円減少しました。

　主な変動要因としては、無形固定資産が28百万円、投資有価証券が17百万円減少したこと等によります。

　これにより、資産合計は9,834百万円となり、前連結会計年度末と比べ50百万円減少しました。

　「流動負債」は、2,112百万円となり、前連結会計年度末と比べ102百万円減少しました。

　主な変動要因としては、未払金が337百万円増加した一方、未払法人税等が153百万円、賞与引当金が259百万円

減少したこと等によります。

　「固定負債」は、599百万円となり、前連結会計年度末と比べ４百万円増加しました。

　主な変動要因としては、退職給付に係る負債が４百万円増加したことによります。

　これにより、負債合計は、2,712百万円となり、前連結会計年度末と比べ97百万円減少しました。

　「純資産」は、7,122百万円となり、前連結会計年度末と比べ47百万円増加しました。

　主な変動要因としては、利益剰余金が59百万円増加した一方、その他有価証券評価差額金が12百万円減少したこ

とによります。

　以上の結果、「自己資本比率」は、70.6％となり前連結会計年度末と比べ0.8ポイント増加しました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2025年５月８日付「2025年３月期決算短信」で公表した業績予想からの変更はありません。

- 4 -

アドソル日進（株）（3837）2026年３月期　第１四半期決算短信[日本基準]（連結）



（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,887,453 3,301,658

受取手形、売掛金及び契約資産 3,541,641 3,155,843

電子記録債権 55,888 61,673

仕掛品 53,296 29,804

原材料及び貯蔵品 1,332 1,432

その他 140,795 126,949

貸倒引当金 △800 △700

流動資産合計 6,679,608 6,676,663

固定資産

有形固定資産

土地 371,169 371,169

その他（純額） 333,536 325,190

有形固定資産合計 704,705 696,359

無形固定資産 313,708 284,863

投資その他の資産

投資有価証券 1,764,280 1,746,542

その他 422,891 430,274

投資その他の資産合計 2,187,172 2,176,817

固定資産合計 3,205,586 3,158,039

資産合計 9,885,194 9,834,703

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 667,255 673,435

未払金 406,093 743,502

未払法人税等 354,177 200,580

賞与引当金 437,461 177,787

その他 350,403 317,547

流動負債合計 2,215,390 2,112,854

固定負債

退職給付に係る負債 583,368 587,982

その他 11,480 11,480

固定負債合計 594,848 599,462

負債合計 2,810,238 2,712,316

純資産の部

株主資本

資本金 575,681 575,681

資本剰余金 280,681 280,681

利益剰余金 5,769,324 5,828,903

自己株式 △412,720 △412,720

株主資本合計 6,212,966 6,272,545

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 687,082 674,935

その他の包括利益累計額合計 687,082 674,935

新株予約権 174,905 174,905

純資産合計 7,074,955 7,122,387

負債純資産合計 9,885,194 9,834,703
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 3,753,958 4,146,265

売上原価 2,663,475 2,884,336

売上総利益 1,090,483 1,261,929

販売費及び一般管理費 633,534 712,697

営業利益 456,948 549,231

営業外収益

受取利息 0 9

保険事務手数料 191 179

受取配当金 2,325 2,325

助成金収入 7,631 -

雑収入 284 372

営業外収益合計 10,433 2,886

営業外費用

支払手数料 753 -

コミットメントフィー 350 349

為替差損 408 381

雑損失 48 19

営業外費用合計 1,561 750

経常利益 465,820 551,367

税金等調整前四半期純利益 465,820 551,367

法人税等 161,607 186,244

四半期純利益 304,213 365,123

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 304,213 365,123

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

四半期純利益 304,213 365,123

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 68,965 △12,146

その他の包括利益合計 68,965 △12,146

四半期包括利益 373,178 352,976

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 373,178 352,976

非支配株主に係る四半期包括利益 - -

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年６月30日）

コミットメントライン極度額の総額

借入実行残高

700,000千円

-

700,000千円

-

差引額 700,000千円 700,000千円

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行う為、金融機関３社とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　　これらの契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の通りであります。

前第１四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2025年４月１日

至  2025年６月30日）

減価償却費 35,623千円 37,191千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　尚、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りでありま

す。
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（単位：千円）

社会

インフラ

事業

先進

インダストリー

事業

計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,356,119 1,397,838 3,753,958 - 3,753,958

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - -

計 2,356,119 1,397,838 3,753,958 - 3,753,958

セグメント利益 518,867 318,150 837,018 △380,070 456,948

（単位：千円）

社会

インフラ

事業

先進

インダストリー

事業

計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,672,363 1,473,901 4,146,265 - 4,146,265

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - -

計 2,672,363 1,473,901 4,146,265 - 4,146,265

セグメント利益 622,323 370,147 992,470 △443,238 549,231

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　（注）１．調整額は、以下の通りであります。

　　　　　　セグメント利益の調整額△380,070千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　（注）１．調整額は、以下の通りであります。

　　　　　　セグメント利益の調整額△443,238千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（重要な後発事象）

１．第11回株式報酬型ストック・オプションの付与について

　当社は、2025年７月16日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、株

式報酬型ストック・オプションとして新株予約権を発行することを決議いたしました。

(1)目的

　当社は、取締役（社外取締役を除く）に対する報酬制度に関して、当社の業績・株式価値との連動性をより一

層強固なものとし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有

することで、中長期的に継続した業績向上と企業価値増大への意欲や士気を高めることを目的として、株式報酬

型ストック・オプションを導入するものであります。

(2)新株予約権の発行要領

　①新株予約権の名称

　　第11回株式報酬型新株予約権

　②新株予約権の目的である株式の種類及び数

　　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

　下「付与株式数」という）は１株とする。ただし、下記⑥に定める新株予約権を割り当てる日後、当社が普通

　株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合

　を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権につい

　て、次の計算により調整する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

　　また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社取締役

　会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことが出来るものとする。なお、上記の調整の結果生じ

　る１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

　③新株予約権の総数

　　33,289個を上限とする。

　　上記の総数は割当予定数であり、引受けの申込みの数が割当予定数に満たない場合等、割り当てる新株予約

　権の総数が減少したときには、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

　④新株予約権の割当てを受ける者及び割当数

　　当社取締役（社外取締役を除く） ４名 33,289個

　　上記の割当数は割当予定数であり、引受けの申込みの数が割当予定数に満たない場合には、割当数は当該申

　込みの数とする。

　⑤新株予約権の払込金額及び算定方法

　　新株予約権１個当たり　959円（１株当たり959円）

　　各新株予約権の払込金額は、ブラック・ショールズ・モデルにより算出した１株当たりのオプション価格に

　付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）である。

　　なお、新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、当該払込金額の払込みに代え

　て、当社に対する報酬請求をもって相殺するものとし、金銭の払込みを要しないものとする。

　⑥新株予約権を割り当てる日

　　2025年７月31日

　⑦新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

　　2025年７月31日
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　⑧新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

　株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

　⑨新株予約権を行使することが出来る期間

　　2025年８月１日から2055年７月31日まで

　⑩新株予約権の行使の条件

　イ．新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予

　　約権を行使することができるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合において

　　も、2054年８月１日以降においては新株予約権を行使することができるものとする。

　ロ．新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。

　ハ．上記イ、ロに関わらず、新株予約権者及び相続人は、以下に定める場合には、定められた期間内に限り新

　　株予約権を行使することができるものとする。ただし、下記⑭に従って新株予約権者に再編成対象会社の新

　　株予約権が交付される場合を除く。

　　・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

　　　又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認さ

　　　れた場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）当該承認又は決定がなさ

　　　れた日の翌日から15日間

　ニ．１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。

　⑪新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

　　に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

　　切り上げる。

　ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ．記載の資本金

　　等増加限度額から上記イ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　⑫譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

　⑬新株予約権の取得の事由及び条件

　　以下のイ．ロ．ハ．ニ．又はホ．の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

　は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得す

　ることができる。

　イ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　ロ．当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

　ハ．当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

　ニ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

　　いての定めを設ける定款の変更承認の議案

　ホ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を

　　要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての

　　定めを設ける定款の変更承認の議案
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　⑭組織再編成行為時における新株予約権の取扱い

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

　会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以

　上を総称して以下「組織再編成行為」という）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併

　につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸

　収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換が

　その効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前にお

　いて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

　につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という）の新

　株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は

　新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付す

　る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

　て定めることを条件とする。

　イ．交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　ロ．新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　　再編成対象会社の普通株式とする。

　ハ．新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上記②に準じて決定する。

　ニ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

　　　上記ハ．に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

　　　る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けること

　　　ができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

　ホ．新株予約権を行使することができる期間

　　　　上記⑨に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のう

　　　ちいずれか遅い日から、上記⑨に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　へ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　上記⑪に準じて決定する。

　ト．譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

　チ．新株予約権の取得の事由及び条件

　　　　上記⑬に準じて決定する。

　⑮新株予約権の行使により交付する株式の数の端数の取扱い

　　新株予約権の行使により交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものと

　する。

　⑯新株予約権証券の発行

　　新株予約権証券は発行しない。
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